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近年，国内外の航空需要の増大に伴い，航空交通量が現行の航空交通システムの管制処理能力を超過し，航空
交通の安全性を損なう可能性があると予測されている．本研究は，航空交通の安全性向上を目指し，航跡デー
タを利用して算定した管制仕事量を基に，その低減を図る空域分割手法を提案する．提案手法では，航空路上
の管制地点を母点としたボロノイ図の作成，ボロノイ面単位の管制仕事量の算定を通して，管制仕事量の二乗
和を最小化するボロノイ面の組み合わせを求める最適化問題として空域分割問題を定式化し，焼きなまし法を
用いて解く．日本の航跡データに対する適用を通してその有効性を確認した．
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1. はじめに

近年，アジア周辺諸国をはじめとした新興国での急

激な経済成長やグローバリゼーションの進展，格安航

空サービスの増加によって世界的に航空交通需要が増

加している．日本においても，将来的に現行の管制処

理能力を超過する航空交通量が予測されている1)．これ

を受けて，航空交通の安全性を確保するために，航空

交通量の増加に対応した航空管制業務の改善の必要性

が指摘されている．

日本では東京国際空港や成田国際空港といった一部

の空域で航空混雑が常態化しており，これまで当該地域

を対象とした航空管制業務の改善が行われてきた．こ

の改善策として，混雑空港での離発着の効率化や，混

雑状況を考慮した管制区域の形状や数の変更が検討さ

れてきた．

しかし，前述の背景から，将来的に混雑空域が広範

囲に拡大することが見込まれ，一部の空域を対象とし

た改善策では対応できない可能性がある．広域を対象

とする航空管制業務の改善策の 1つは，各管制官が担

当する管制区域であるセクタの見直しである．

航空管制業務では，管制官は担当セクタ内の航空機

の挙動を監視し，場合によっては管制指示を行う．ま

た，航空機が隣接するセクタや周辺諸外国の管轄空域

へ移るときは，航空機の引継ぎ業務が行われる．この

際にかかる管制官の仕事量は，航空機数や引継業務の

回数といった，定量的に観測できる要素を指標として

近似的に表されてきた2)．また，管制仕事量は航空交通

流の挙動を表す航空交通流の状態と隣接するセクタの

形状による境界線の設定によって変化する．これらを

考慮したセクタ設定を行うことで，効率の良い管制業

務を行うことができる．

セクタ設定を管制仕事量指標を基準として行う研究3)

が多く行われている．既存研究では，空域分割を管制仕

事量指標の最大値を低減する問題や，空域全体の管制

仕事量指標を均等化する問題として定義している．た

だし，管制が必要な地点の近くにセクタの境界線が設

定されるなど，効率的な航空管制の妨げとなるセクタ

設定を避ける必要がある．しかし，既存の空域分割手

法では，管制仕事量指標とセクタ境界線の配置を同時

に考慮したセクタ設定を行うことが難しい．

本研究では，航空交通の安全性向上のために，管制

仕事量の低減を図るアプローチとして，ボロノイ図に

より空域の分割最小単位を設定し，その組み合わせに

よりセクタを生成する事で，航空交通流とセクタ形状

を考慮したセクタ設定をする空域分割手法を提案する．

また，日本における航空機の挙動を記録した航跡デー

タである「CARATS Open Data」から算出した管制仕事

量指標を用いた空域分割を行い，提案手法の有用性を

確認する．

第 53 回土木計画学研究発表会・講演集

 2989

32-06



表–1 既存研究と管制仕事量指標の要素

管制仕事量の要素 既存研究

監視仕事量
航空機の数 Brintonet al. (2008)5) ,

Kulkarni et al. (2012)6),
Li et al. (2009)7)8),
Raphaelet al. (2003)9),
Sheraliet al. (2011)10),
Xue. (2009)11)

Yousefi et al. (2004)12)

飛行時間 Brintonet al. (2008)5),
Li et al. (2009)7)8),
Xue. (2009)11),
Yousefi et al. (2004)12)

航空路の交差の数 Raphaelet al. (2003)9)

角度の小さい合流点の数 Raphaelet al. (2003)9)

コンフリクト回避仕事量
コンフリクトの種類 Brintonet al. (2008)5),

Raphaelet al. (2003)9),
Yousefi et al. (2004)12)

コンフリクトの危険度 Brintonet al. (2008)5),
解決にかかる時間 Raphaelet al. (2003)9),

Sheraliet al. (2011)10),
Yousefi et al. (2004)12)

コンフリクトの数 Raphaelet al. (2003)9)

通信仕事量
管制業務の種類 Li et al. (2009)7)8),

Sheraliet al. (2011)10),
Yousefi et al. (2004)12)

航空機への指示の種類 Brintonet al. (2008)5),
Raphaelet al. (2003)9),
Yousefi et al. (2004)12)

飛行計画とのズレ Raphaelet al. (2003)9),
Sheraliet al. (2011)10)

境界線を越える航空機数 Xue. (2009)11)

隣接するセクタの数 Brintonet al. (2008)5),
Raphaelet al. (2003)9),
Xue. (2009)11)

2. 管制仕事量の指標

(1) 既存研究における管制仕事量の指標

管制仕事量を表す指標として適切な要素の選定2)4)な

ど，管制仕事量を表す指標についての多くの研究が行

われている．その中で Delahaye et al.3)は，管制仕事量

を航空機を監視するための「監視仕事量」，接近や衝突

など危険な状態を回避するための「コンフリクト回避

仕事量」，航空機や隣接するセクタとの通信を行うため

の「通信仕事量」に分類できると述べている．これと

同様の考え方で，多くの既存研究が航空管制に関わる

定量的に観測できる要素を指標として各管制仕事量を

表している（表 1）．

(2) 本研究で検討する管制仕事量指標

本研究では，既存研究で多く用いられ，航跡データ

から抽出が可能な要素を各管制仕事量の指標として設

定する．

a) 監視仕事量

管制官は担当セクタ内に存在する全ての航空機の位

置を監視し，管制指示の必要性を判断し指示を行う．そ

こで，既存研究では監視仕事量を表す指標として航空

機数が多く用いられており，本研究では，「航空機数」を

監視仕事量の指標として設定する．

b) コンフリクト回避仕事量

重大な事故につながる可能性のあるコンフリクトを

防ぐために，管制官は航空機間で適切な間隔が維持さ

れるように指示を行う必要がある．そのため，管制官

は航空機の位置関係に多くの注意を払う．本研究では，

「予想針路上での接近回数」をコンフリクト回避仕事量

の指標として設定する．

c) 通信仕事量

航空機がセクタを移る時は，隣接セクタを担当する

管制官と引き継ぎ業務のために通信を行う必要がある．

本研究では，「航空機がセクタの境界線を越える回数」

を通信仕事量の指標として設定する．

3. 空域分割に関する既存研究

(1) 既存の分割手法

空域分割には，グラフ分割による8)手法と格子領域の

分割による6)11)12)手法の 2種類の手法が提案されている．

a) グラフ分割による手法

グラフ分割による手法は，航空交通が流れる航空路

をリンク，航空路上の管制地点や空港など航空管制に

とって重要な地点をノードとして，航空交通流をグラ

フで表現し，空域分割問題をグラフ分割問題として扱

う（図 1左）．航空路に従って航空機はセクタを移動す

るため，航空機の移動に伴う管制仕事量である通信仕

事量をリンクに設定する．一方，セクタ内に存在する

ノードには地点ごとに計測される監視仕事量やコンフ

リクト回避仕事量を設定する．この設定に従い，管制

仕事量を平準化したグラフ分割を求める．

グラフ分割による手法では，航空交通流の構造を反

映した空域分割が可能である．一方で，グラフ分割で

は航空路や管制地点の地理的位置を考慮する事ができ

ないため，「地理的位置は近いがリンクが張られていな

いノードが，別のセクタに分割されてしまう」などの

短所がある．

b) 格子領域の分割による手法

格子領域の分割による手法は，空域を格子状に分割

し，格子の組み合わせ問題として空域分割を扱う（図

1右）．各格子に地点ごとに計測される管制仕事量であ

る監視仕事量やコンフリクト回避仕事量を設定，航空

機の移動を表す通信仕事量を格子の各辺に設定し，管

制仕事量を均等化する組み合わせを求める．
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図–1 グラフ分割による手法と格子領域の分割によるの手法
のイメージ図

格子領域の分割による手法では，隣接関係のある格

子の組み合わせでセクタを生成するために，地理的位

置を考慮した単純なセクタの形状を設定しやすい．し

かし，空域を一定の格子状に分割するために，「セクタ

の境界線が航空路や管制地点の近くに設定される」な

どの短所を持つ．

(2) 既存手法の問題点

グラフ分割による手法では航空交通流を位置情報を

含まないグラフで表現するために，地理的位置を考慮

したセクタ形状の設定が難しい．一方，格子領域の分

割による手法では空域を一定の格子状に分割するため，

航空交通流を表す要素とセクタの境界線との位置関係

を考慮することが難しい．このように，既存の手法で

は管制仕事量を指標に空域分割を行う際に，航空交通

流の配置を考慮したセクタの境界線設定と，セクタの

形状制御を同時に行う事が難しい．

4. 空域の分割最小単位をボロノイ図により
設定する空域手法の提案

(1) 航空交通流の配置を考慮した空域の最小分割単位

の設定

本研究では，航空交通流と地理的なセクタの形状を

考慮した空域分割を行うために，航空路上の管制にとっ

て重要な地点（主要管制地点）を母点としたボロノイ

図14)の組み合わせによってセクタを生成する手法を提

案する．

ボロノイ図の性質として，ボロノイ面の境界線は近傍

の母点対の垂直二等分線となる．これは境界線が，母点

対から最も遠い位置に引かれるということを表す．従っ

て，主要管制地点を母点としたボロノイ面の組み合わ

せでセクタを生成する時，その境界線は近傍の主要管

制地点から最も離れたところに引かれることが保障さ

れる．また，近傍の母点から構成されたボロノイ面は

接するという性質から，同一航空路上の隣接する主要

管制地点を母点としたボロノイ面はボロノイ辺を共有

するため，ボロノイ面の隣接関係で航空路の接続関係

を表現することができる．

このように，主要管制地点を母点としたボロノイ面

の組み合わせによってセクタを生成する事で，航空交

通流とセクタの境界線を同時に考慮した空域分割が可

能となる．

(2) ボロノイ面の組み合わせに形状制約を課した空域

分割

生成した各ボロノイ面には，各管制仕事量を表す指

標の線形和で表す式 (1)で管制仕事量指標を設定する．

管制仕事量を表す指標において，監視仕事量指標はそ

の業務にかかる所要時間が存在しないが，コンフリク

ト回避仕事量指標と通信仕事量指標はその業務にかか

る所要時間が存在する．このことから，本研究では係

数 α, βを置き，管制仕事量指標の重み付けを管制所要

時間を基に設定する．

WLi = αNWLi + (1 − α)

βCWLi +
(
1 − β) n∑

j=1

δi jBWLi j

 (1)

δi j =

{
1　 (ボロノイ面 i jが属するセクタが異なるとき)
0　 (その他)

0 ≤ α ≤ 1, 0 ≤ β ≤ 1

WLi：ボロノイ面 i の管制仕事量指標，NWLi：ボロノイ面 i

の監視仕事量指標，CWLi：ボロノイ面 i のコンフリクト回避

仕事量指標，BWLi j：ボロノイ面 i,j 間の通信仕事量指標，n：

ボロノイ面の総数，α, β：各仕事量指標の重み係数

ボロノイ図による空域分割最小単位の設定を基に，管

第 53 回土木計画学研究発表会・講演集

 2991



制仕事量指標の低減を図る空域分割問題を，セクタの

管制仕事量指標の二乗和を最小化するボロノイ面の組

み合わせを求める最適化問題として定式化する．

min

 m∑
k=1

∑
i∈Sk

WLi


2 (2)

WLi ：ボロノイ面 iの管制仕事量指標，
Sk：セクタ kを構成するボロノイ面の集合,

m：セクタの総数

なお，この問題は局所探索アルゴリズムである焼き

なまし法15)を用いて，各セクタの境界線を形成する辺

を持つボロノイ面のみを対象に，ボロノイ面の組み合

わせを変更することにより解く．これにより，セクタの

境界線設定が更新され，セクタ形状の変更を行うこと

ができる．加えて，提案手法では，ボロノイ面の組み

組み変えによって，効率的な管制の妨げとなる複雑な

セクタ形状が生じることを避けるために，「組み合わせ

を変更するボロノイ面の辺で，セクタの境界線となる

辺の合計の長さが，当該ボロノイ面の周の長さに対し

て一定の割合以上であった時に，組み合わせの変更を

行わない」という制約（図 2）を焼きなまし法を用いた

組み合わせ変更アルゴリズムに設ける．この制約を設

けることで，複雑な形状を持つセクタが生成されるボ

ロノイ面の組み合わせを防ぐ形状制御を行う．制約で

使用する，「セクタの周長に対する境界線となるボロノ

イ辺長の合計の割合」を分析者が形状制約パラメータ

aとして定める．
以上の設定を基に，提案手法は以下のアルゴリズム

に従い空域分割を行う．

Step1： 現行の空域分割に基づきボロノイ面を組み合

わせ，セクタを設定する．初期温度を T = (管制仕

事量指標の最大値/管制仕事量指標の最小値)とし，

温度減少関数を f (T) = T × 0.8，終了条件を「管

図–2 組み合わせの変更の例

制仕事量指標の平均値が変わらずに温度変化が 10

回起こった時，または T < 10−20となった時」と設

定する．形状制約パラメータ aを任意に設定する．
Step2： ボロノイ面の所属するセクタを変更し，セ

クタの形状を変化させる．

Step2.1 現在のセクタの組み合わせを α，1つ

のボロノイ面の属するセクタを変えることに

より起こりえる組み合わせを Neigh(α)とし，
Neigh(α) に含まれる組み合わせの総数を d，
同一温度内での試行回数を n = 1とする．

Step2.2 ランダムに形状変化後の組み合わせ β ∈
Neigh(α)を選択し，βの管制仕事量指標の値(
cost
(
β
))
を計算する．βとなるために所属す

るセクタを変更するボロノイ面を ϕとする．

Step2.3 if ボロノイ面 ϕ およびボロノイ面 ϕ
とボロノイ辺を共有するボロノイ面に対し，

一つでも，自身が所属するセクタと接する辺

の長さが自身の周の長さの a × 100%以下　

then Step2.5へ

Step2.4
if cost(β) ≤ cost(α) then α := β

where. cost(x) =
(
WL(x)2

i +WL(x)2
j

)
i：ボロノイ面 ϕの所属していたセクタ，
j：ボロノイ面ϕが所属を変更するセクタ

else begin (0,1)から一様に乱数 γ を生成

する;

if γ < e
−

cost(α) / cost(β)

T

then α := β
end;

Step2.5 n := n + 1;
if n < d then Step2.2へ．

else T := f (T)
Step3：

if 終了条件を満たす then 空域分割終了．

else Step2に戻る．

5. 日本の航跡データを用いた提案手法の適用

(1) 使用データと分析対象空域

a) 管制仕事量指標の算出に用いるデータ

CARATS Open Dataを用いて各管制仕事量の指標を算

出する．これは，航空交通システムに関する研究開発の

促進を図り一般の研究機関・大学に公開されたデータで

あり，日本が管制を担当する空域である福岡 FIR(Flight

Information Region)における約 15万便の（約 3,600×

7日× 6週間）の航空機の時刻・位置情報が記録されて

いる．
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b) 分析対象空域

対象領域は，福岡 FIR内の札幌・東京・福岡・那覇

管制部が管轄する空域で，管制方法の異なる洋上空域

は除く．また，本研究では高高度の領域を分析対象と

するため，上記の空域で 14,000ft以上を分析対象空域

とする．

(2) 航跡データを用いた管制仕事量指標の設定

CARATS Open Dataから各管制仕事量の指標を抽出

し，管制仕事量を算出する．

a) 監視仕事量指標

航跡データから航空機の機数として，「ボロノイ面内

の平均航空機数」を抽出する．

b) コンフリクト回避仕事量指標

航跡データは管制官が管制指示を行いコンフリクト

が回避されたデータであり，コンフリクトの有無をデー

タから直接検出することはできない．そこで，航跡デー

タからコンフリクト回避のための管制が起きていたと

予測される場所を推定し，管制官が続けて業務を行う

平均時間である 1時間を単位時間として設定し，「1時

間あたりの各セクタ内における予想針路上での接近回

数」を抽出した．推定方法は以下の通りである．

日本ではレーダー管制の場合，管制間隔を水平方向

距離で 5nm，垂直方向距離を計器飛行方式で41,00ft以

下で 1,000ft，41,00ft超で 2000ftとしており，これらの

両方の間隔が確保できない場合コンフリクトとされる
17)．本研究では，航空機の高度を考えないため，水平方

向距離のみを考える．Eurocontrol16)によるとコンフリ

クト回避のための管制指示に平均して約 84秒かかるこ

とから，本研究ではコンフリクトの回避に必要な管制

が十分に余裕をもって行える 3分前の位置情報と，そ

の 10秒前の位置情報から算出する進行方向と速度が変

わらないと仮定して 3分後の航空機の位置を算出する．

算出した航空機間の距離が 5nm以内となった時にコン

フリクトが起きたとし，その位置は航空機同士の重心

の位置として数える．

c) 通信仕事量指標

コンフリクト回避仕事量と同様に，「1時間あたりに

ボロノイ面の境界線を越えた航空機の機数」を抽出す

る．この際，国内セクタのみでなく，福岡 FIRと隣接

する諸外国が管轄する空域との境界線を越える航空機

数もボロノイ面の境界線を越える航空機数とする．

(3) 対象空域におけるボロノイ図の作図

ボロノイ面の母点に対象領域内の RNAV 航空路上の

Waypointを設定し，空域の分割最小単位を設定する．

RNAV 航空路は，日本において大半の航空機が使用す

る航空路である．また，Waypointは航空機が自機の位

図–3 対象領域とボロノイ図を用いた最小分割単位の設定

図–4 1日の航空交通量の変化

置を報告し，状況によって管制指示を受ける地点であ

り，657のWaypointが RNAV 航空路上に存在した．

また，Waypointのみを用いた場合にボロノイ面の大

きさに不均一が生じてしまうため，RNAV 航空路上の

母点間の距離が 50nm以下になるように，各母点間の

中点に新たな母点を追加し, 1967点の母点を基にボロ

ノイ図を作図した（表 3）．
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図–5 9時から 21時における一時間あたりの平均監視仕事量
指標の分布

(4) 空域分割の検討

本研究では，空域の最大の航空交通量を考えるため

に，1時間当たりの航空交通量が平均値を越える 9時か

ら 21時までの 12時間の航空交通を対象として提案手

法を適用する（図 4）．この時間での監視仕事量とコン

フリクト回避仕事量の分布を，図 5と図 6に示す．こ

れらの図から，航空交通量の多い西日本と東日本を結

ぶ航空路が，管制仕事量の多い箇所として現れている

ことがわかる．

本研究では，管制仕事量指標の管制所要時間16)とし

て,コンフリクト回避のために約 84秒，引継業務に約

60秒かかるとして，これらの比をとり β = 0.58とした．
一方，監視仕事量指標は管制所要時間が存在しないた

め，係数 αを定めることができない．そこで，提案手

法の一例として α = 0.5として分析を行う．出力された
セクタごとにボロノイ面の色分けを行い，現行セクタ

に対応した境界線形状を青線で表した空域分割結果を

図 7に示し，各セクタにおける管制仕事量指標の変化

を図 8に示す．

図 7,8から，効率的な管制の妨げとなる複雑なセクタ

形状を避けながら，初期分割時に管制仕事量指標の値

が大きいセクタの管制仕事量指標の低減が図れたこと

が確認できる．また，一部のセクタで管制仕事量指標

の上昇がみられたが，これは組み合わせの変更による

図–6 9時から 21時における一時間あたりの平均コンフリク
ト回避仕事量指標の分布

図–7 手法適用後の空域分割
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図–8 管制時間に基づく空域分割による管制仕事量の変化

図–9 αの設定による監視仕事量指標の変化

図–10 αの設定によるコンフリクト回避仕事量指標の変化

もので，その値が改善されたセクタ設定における管制

仕事量指標の最大値より小さいことから，航空交通の

安全性に問題はないと考えることができる．

(5) 監視仕事量指標に関する感度分析

管制所要時間の指標が存在しない監視仕事量指標が，

空域分割に対しどの程度の影響があるのかを確認する

ために，βを 0.58，形状制御パラメータ aを 0.33に固

定して，αの値を変化させ感度分析を行う．

感度分析による，各管制仕事量指標の値の変化を図

9から図 11に示す．

感度分析の結果から，監視仕事量指標の値には，α値

の変化による大きな変化は見られなかった．本研究に

おける管制仕事量指標の定義では，監視仕事量指標が

図–11 αの設定による通信仕事量指標の変化

空域分割に与える影響は少ないと考えられる．

6. おわりに

本研究では，管制仕事量の低減を目的とした，航空

交通流とセクタの地理的形状を考慮したセクタ設定を

行う空域分割手法を提案した．提案手法は，セクタの

形状制約を課し，航空路上の主要管制地点を母点とし

たボロノイ図の組み合わせ最適化を行うことで，航空

交通流とセクタの地理的形状を同時に考慮したセクタ

設定を試みている．日本の航跡データを用いて管制仕

事量指標を算出し，日本の空域への適用を通して，提

案手法により複雑なセクタ形状を避けながら，管制仕

事量指標を低減した空域分割が行えることを確認した．

また，本分析における管制仕事量指標の重み付けに

用いた管制時間の指標が存在しない監視仕事量指標に

対して感度分析を行い，空域分割への影響が小さいこ

とを確認した．

今後の課題として，高度を考慮した空域分割への拡

張と，管制仕事量指標を構成する要素及び，各仕事量

の定義の更なる分析があげられる．
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